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　個人ごとの令和４年度保険料額・納付方法は、同封す
る保険料額決定通知書等でご確認ください。なお、納付
方法は、以下のいずれかの方法となります。

特別徴収（年金天引き）

　原則として、年金の受給額が年額１８万円以上の方で、
後期高齢者医療保険料と介護保険料の合計額が年金受給
額の２分の１を超えない方は年金から天引きされます。

普通徴収
　特別徴収の対象とならない方は、納付書または口座振
替により市へ納付をお願いします。
※（注）同一世帯の中で、被保険者や世帯主の前年中
の所得が決定できていない人がいる場合、保険料軽減
判定ができませんので、所得申告をお願いします。

保険料額決定通知書兼納付通知書は

　　　　 ７月中旬に発送予定です

　現在お使いの後期高齢
者医療被保険者証の有効
期限は、７月３１日
です。新しい保険証
は７月下旬にお届け
します。また、後期
高齢者医療限度額適
用認定証、後期高齢
者医療限度額適用・
標準負担額減額認定証の有効期限も７月３１
日までです。現在認定証をお持ちの方で８月
からも該当の方には、新しい認定証をお届け
します。

保険料額決定通知書兼納付通知書と新しい保険証を発送します

新しい保険証は

　　７月下旬に発送予定です
今年度の

被保険者証は若草色

若草色

■問い合わせ先
市民保険課保険班
☎５３－３１１５

■問い合わせ先
市民保険課保険班
☎５３－３１１５

後期高齢者医療制度のお知らせ

※後期高齢者医療制度の保険料は、全員に等しく負担していただく『被保険者均等割額』と※後期高齢者医療制度の保険料は、全員に等しく負担していただく『被保険者均等割額』と
所得に応じて負担していただく『所得割額』を合計して被保険者個人ごとに算出します。所得に応じて負担していただく『所得割額』を合計して被保険者個人ごとに算出します。

（昨年度から引き上げ）（昨年度から引き上げ） （昨年度から引き上げ）（昨年度から引き上げ）

令和４年度の保険料では次の変更があります

保険料等の詳しい内容については、７月中旬に送付する後期高齢者医療被保険料額決定通知書に同封する

リーフレットをご覧ください。

区　分

※令和３年中の総所得金額等－基礎控除（４３万円）

※加入者１人につき

※１世帯につき

※１世帯につき
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・後期高齢者支援金分を全被保険者に、介護納付金分は、

４０歳以上６５歳未満の方に、国保税として負担してい

　ただいています。

・所得により、均等割・平等割の７割、５割、２割を軽

　減する制度があります。

・病気や災害等で国保税の納付が困難な場合は申請によ

　り減免されることがあります。

（※１）令和４年度より、子育て世代の負担軽減を図るため、未就

学児に係る均等割額の２分の１を減額します。
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　会社の倒産や解雇、雇用期間満了など非

自発的な理由で失業した65歳未満の人（雇

用保険の特定受給資格者または特定理由離

職者）の国保税については、失業した次の

日からその翌年度末までの期間、前年所得

の給与所得を30／100として算定します。(

基準を満たせば７・５・２割軽減を適用)。

高額療養費等の所得区分の判定についても、

給与所得(前年)を３０／１００として判定し

ます。

※手続きに必要なもの

雇用保険受給資格者証

１７ Kami

◆新型コロナウイルス感染症の影
響による国保税の減免について
　新型コロナウイルス感染症の影響により
世帯主の収入が3割程度下がり、納付が困
難になった場合、減免の制度があります。
令和４年４月１日から令和５年３月３１日
までの間に納期限が設定されている令和４
年度の国保税が対象となります。
 この制度の利用には令和５年３月３１日
までに申請が必要で、収入の減少を証明す
る書類等を添付していただくことになりま
すので、詳細については、電話でお問い合
わせください。

◆新型コロナウイルス感染症に伴
う被保険者等に対する傷病手当の
支給について
　給与等が支払われている国保の被保険者
が、新型コロナウイルス感染症に感染した
又は感染の疑いがあり労務に就けなくなっ
た期間に給与等の全額または一部を受ける
ことができなかった場合、傷病手当金が支
給される制度があります。
　この制度の利用には申請が必要で、事業
主の証明などを添付していただくことにな
りますので、詳細については、電話でお問
い合わせください。

非自発的失業者の方へ

国保税が軽減できます

新型コロナウイルス

感染症に伴うお知らせ

ジェネリック医薬品

※後期高齢者医療制度の保険料は、全員に等しく負担していただく『被保険者均等割額』と
所得に応じて負担していただく『所得割額』を合計して被保険者個人ごとに算出します。

令和４令和４年度の保険料率年度の保険料率

均等割 均等割 ５５５５，５００５００円（昨年度から引き上げ）所得割 所得割 １０１０．５０５０％（昨年度から引き上げ）

◆１人あたりの年間保険料の上限額の引き上げについて
　１人あたりの年間保険料の上限額　令和３年度：６４万円　→　令和４年度：６６万円

◆新型コロナウイルス感染症に伴う傷病手当金について

　給与等の支払いを受けている被保険者が新型コロナウイルスに感染等により、労務に服することができず、
給与の全部または一部を受けることができなくなった場合など、一定の条件を満たす方に傷病手当金が支給
されます。

◆新型コロナウイルス感染症に伴う保険料の減免について

　新型コロナウイルスの影響により、被保険者の属する世帯の世帯主の収入が減少し、保険料を支払うこと
が困難と認められた場合には、保険料が減額または免除されます。

　ジェネリック医薬品とは、新薬の特許期間が切れた
後に販売される医薬品で、新薬と同等の有効成分、効
能・効果を持っています。かかりつけ医や薬剤師と相
談の上、ジェネリック医薬品を選択することができま
す。ジェネリック医薬品を選択することにより、自己
負担額が軽減される方については、ジェネリック医薬
品普及促進差額通知書を送付します。なお、差額通知
書の送付を希望しない方は、ご連絡をお願いします。

令和４年度は制度改正に伴い、全被保険者に７月※1と９月※２の２回に分けて新しい後期

高齢者医療被保険者証を発送します！

　※１：８月１日～９月３０日の間に有効な保険証(若草色）を、７月下旬に送付予定
　※２：１０月１日～令和５年７月３１日の間に有効な保険証（水色）を、９月下旬に送付予定
　令和４年１０月１日から、医療機関の窓口で支払う医療費の自己負担割合が、現行の『１割』と
『３割』に、新たに『２割』が追加され、『１割』『２割』『３割』の３区分となります。


